
川崎市認知症対応型共同生活介護及び特定施設入居者生活介護の運営法人の内定に関する要綱 

 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第 8 条第 20 項に規定

する認知症対応型共同生活介護において、法第 78 条の 2 第 6 項第 4 号の規定に該当する場合及び法

第 8 条第 11 項に規定する特定施設入居者生活介護において、法第 70 条第 4 項又は第 5 項の規定に該

当する場合（法第 8 条第 20 項に規定する地域密着型特定施設入居者生活介護に係る法第 78 条の 2 第

6 項第 4 号の規定に該当する場合を含む。）(以下、「総量規制」という。)に川崎市介護サービス法人の

指定等に関する規則（平成 24 年川崎市規則第 32 号。以下「指定等に関する規則」）第３条に基づく指

定申請を行うことができる法人を予め選定する（以下、「内定」という。）ため、必要な事項を定めるも

のとする。 
（用語の定義） 
第２条 この要綱で使用する用語の意義は、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

で使用する用語の例による。 
（適用範囲等） 

第３条 法第 117 条に基づく介護保険事業計画において定める認知症対応型共同生活介護の必要ユニッ

ト数（以下、「必要ユニット数」という。）又は特定施設入居者生活介護（地域密着型特定施設入居者生

活介護を含む。）の利用定員数（以下、「利用定員数」という。）を超える指定申請が見込まれ、第１条

の総量規制が必要となる場合に、この要綱を適用する。 
２ 市は、前項の場合において、必要ユニット数又は利用定員数の範囲内で、内定することとする。 
 （内定の申請） 
第４条 前条第２号の内定を受けようとする法人は、市が公募時に別に定める内定申請受付要項（以下

「内定申請受付要項」という。）に基づき、必要な申請書類に内定申請に関する誓約書（以下、「誓約書」

という。）を添えて申請する。 
 （内定事業者の選定） 
第５条 市は、認知症対応型共同生活介護について、前条の申請があった場合は、申請法人ごとに、川崎

市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成 24 年条例第 82
号）に定める人員、設備及び運営に係る基準等並びに内定申請受付要項に定める内定申請基準等を満た

す計画となっていることに加え、別表第１により、ユニットごとに加点する合計点の平均点を確認し、

川崎市介護保険運営協議会規則（平成 12 年規則第 58 号。以下「協議会規則」という。）第５条第１項

及び第３号に基づき、川崎市介護保険運営協議会地域密着型サービス等部会（以下「地域密着型サービ

ス等部会」という。）による審議結果を踏まえ、内定法人を選定する。 
２ 市は、特定施設入居者生活介護について、前条の申請があった場合は、申請法人ごとに、川崎市指定

居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成 24 年条例第 81 号）に定め

る人員、設備及び運営に係る基準等並びに内定申請受付要項に定める内定申請基準等を満たす計画と

なっていることに加え、別表第２により、加点する合計点を確認し、協議会規則第５条第１項第７号に

基づき、地域密着型サービス等部会による審議結果を踏まえ、内定法人を選定する。 



（内定の決定等） 
第６条 市は、前条の規定により内定法人を選定し、内定の決定をしたときは、当該法人に内定を通知す

るものとし、内定しないことを決定したときは、その旨を内定法人として選定しなかった法人に通知す

るものとする。 
２ 前項の規定により内定を通知された法人は、指定等に関する規則第３条に基づき、市に認知症対応

型共同生活介護又は特定施設入居者生活介護の指定申請を行うことができる。 
（申請の無効） 

第７条 第４条に基づく内定申請を行った法人が第６条による内定の決定等を通知されるまでの間に、

次の各号に掲げる事由のいずれかに該当することになったときは、申請を無効とする。 
（１）法第 70 条第２項各号、第 78 の２第４項各号、第 115 条の２第２項各号及び第 115 条の 12 第２

項各号に掲げる欠格事由等のいずれかに該当することになったとき。 
（２）法第 76 条の２第３項、第 78 条の９第３項、第 83 条の２第３項、第 91 条の２第３項、第 103 条

第３項、第 114 条の５第３項、第 115 条の８第３項、第 115 条の 18 第３項及び第 115 条の 28 第３項

のいずれかによる改善命令を受けることになったとき。 
（３）法第 77 条第１項、法第 78 条の 10、法 84 条第１項、第 92 条第１項、第 104 条第１項、第 114 条

の６第１項、第 115 条の９第１項、第 115 条の 19 及び第 115 条の 29 のいずれかによる指定の取消し

又はその指定の全部もしくは一部の効力停止を受けることになったとき。 
（４）天災その他不可抗力により事業者の責に帰すことができない場合を除き、誓約書に掲げる事項を

遵守することができないことが明らかになったとき（内定の申請法人が自ら申請を取り下げる場合を

除く。）。 
（５）前各号に掲げる事項のほか、内定申請受付要項に定める事由に該当するとき。 
（内定法人として取扱わない場合） 
第８条 市は、第６条の規定による内定の決定を通知した法人が、前条各号のいずれかに該当すること

になったときは、指定等に関する規則第３条に基づく認知症対応型共同生活介護又は特定施設入居者

生活介護の指定申請を行うことができる法人として取り扱わないこととし、その旨、該当法人に通知

するものとする。なお、その翌日から起算して５年間が経過するまでの間に申請期間がある公募に当

該法人から内定申請があった場合、市は受理しないことができるものとする。 
（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は健康福祉局長が別に定める。 

 

附 則  

この基準は、平成 18 年 2 月 9 日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 
１ この基準は、平成 20 年 12 月 15 日から施行する。 

（経過措置） 
２ この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお従前の例による。 

附 則 



（施行期日） 
１ この基準は、平成 22 年 8 月 25 日から施行する。 

（経過措置） 
２ この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 
１ この基準は、平成 25 年 5 月 23 日から施行する。 

（経過措置） 
２ この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお原則従前の例によるが、事業者の意

思により本要綱の適用を希望する場合はこの限りではない。 
附 則 

（施行期日） 
１ この基準は、平成 27 年 3 月 1 日から施行する。 
  附 則 
  （施行期日） 
１ この基準は、平成 27 年 7 月 1 日から施行する。 
  附 則 
 （施行期日） 
１ この基準は、平成 27 年 8 月 20 日から施行する。 
 （経過措置） 
２  この基準施行の日前の旧基準によって選定された事業者は、なお従前の例による。 
 附 則 
 （施行期日） 
１ この基準は、平成 27 年 12 月 1 日から施行する。 
 （経過措置） 
２  この基準施行の日より前に申請した事業者は、その申請時点における基準による。 

附 則 
 （施行期日） 
１ この基準は、平成 28 年 2 月 9 日から施行する。 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 30 年 9 月 3 日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要綱の施行日より前に内定申請した事業者は、その内定申請時点における要綱による。 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、平成 30 年 12 月 3 日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要綱の施行日より前に内定申請した事業者は、その内定申請時点における要綱による。 



附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和 3 年 9 月 6 日から施行する。 

（経過措置） 

２  この要綱の施行日より前に内定申請した事業者は、その内定申請時点における要綱による。 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和 3 年 12 月 6 日から施行する。 
（経過措置） 

２  この要綱の施行日より前に内定申請した事業者は、その内定申請時点における要綱による。 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和 5 年 9 月 6 日から施行する。 
（経過措置） 

２  この要綱の施行日より前に内定申請した事業者は、その内定申請時点における要綱による。 

附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和 6 年 12 月 11 日から施行する。 
（経過措置） 

２  この要綱の施行日より前に内定申請した事業者は、なお従前の例による。 

 

 












